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（注）１ 文中及び文中の表の金額は、表示単位未満を四捨五入した。 

そのため、内訳の計が総計と一致しない場合がある。 

２ 比率（％）は、小数点以下第 2位を四捨五入した。 

そのため、内訳の計が総計と一致しない場合がある。 

また、「0.0」は、該当数値が「0.05」未満のものである。 

３ 「―」は、該当数値のないもの、又は算出不能のものである。 

４ 「激増」・「激減」は、1,000％以上の増減の割合を表す。 

５ ポイントは、パーセンテージ間の差引数値である。 
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令和元年度八戸圏域水道企業団 

水道事業会計決算審査意見書 

第１ 審査の対象 

令和元年度八戸圏域水道企業団水道事業会計決算 

第２ 審査の主な着眼点 

決算報告書、財務諸表、その他附属書類が地方公営企業法その他関係法令に準拠して作成

され、かつ、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか否かを主眼として実施し

た。 

第３ 審査の主な実施内容 

決算審査は、八戸圏域水道企業団監査基準に準拠し、決算報告書、財務諸表、キャッシ

ュ・フロー計算書、収益費用明細書、固定資産明細書、企業債明細書等と会計帳簿及び証拠

書類の突合を行ったほか、関係職員の説明を聴取し、併せて定期監査及び例月出納検査の結

果も踏まえて実施した。 

第４ 審査の実施場所及び日程 

(1) 実施場所

八戸市庁議会第一委員会室（対面審査）及び監査委員事務局

(2) 日程

ア 対面審査  令和２年７月３日 

イ 書面審査  令和２年６月２日から令和２年７月 30 日まで 

第５ 審査の結果及び意見 

審査に付された決算報告書、財務諸表、その他附属書類は、関係法令に準拠して作成され、

その計数は正確であり、事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められ

る。 

審査の概要と意見については、以下のとおり記述する。 
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八戸圏域水道企業団水道事業会計 

１ 業務実績 （審査資料第１表参照） 

業務実績は、次表のとおりである。 

 

業 務 実 績 表 

項 目 元年度 30 年度 
対前年度 

増 減 増減率 

給水区域内人口 316,062 人 319,028 人 △ 2,966 人 △ 0.9 ％ 

現 在 給 水 人 口 306,861 人 309,764 人 △ 2,903 人 △ 0.9 ％ 

普 及 率 97.1 ％ 97.1 ％ 0.0 ﾎﾟｲﾝﾄ   

給 水 世 帯 数 143,338 世帯 142,688 世帯 650 世帯 0.5 ％ 

配 水 量 30,598,698 ㎥ 31,009,307 ㎥ △ 410,609 ㎥ △ 1.3 ％ 

有 収 水 量 27,574,063 ㎥ 27,757,134 ㎥ △ 183,071 ㎥ △ 0.7 ％ 

有 収 率 90.1 ％ 89.5 ％ 0.6 ﾎﾟｲﾝﾄ   

導送配水管延長 2,080,092.1 ｍ 2,074,164.8 ｍ 5,927.3 ｍ 0.3 ％ 

職 員 数 157 人 157 人 0 人 0.0 ％ 

１㎥当たり費用 

( 給 水 原 価 ) 
239.9 円 228.3 円 11.6 円 5.1 ％ 

１㎥当たり収益 275.2 円 275.1 円 0.1 円 0.0 ％ 

１㎥当たり給水収益 

( 供 給 単 価 ) 
263.9 円 263.6 円 0.3 円 0.1 ％ 

（注） 1. 普及率 ＝ 
現在給水人口

給水区域内人口
 × 100 

2. 有収率 ＝ 
有収水量

配水量
 × 100 

 

当年度における給水人口は 30 万 6,861 人、給水世帯数は 14 万 3,338 世帯となっており、前年

度と比較して給水人口で 2,903 人(0.9％)減少し、給水世帯数では 650 世帯(0.5％)増加している。 

給水状況をみると、配水量は総量3,059万8,698㎥で前年度と比較して41万609㎥(1.3％)、有収

水量は総量2,757万4,063㎥で前年度と比較して18万3,071㎥(0.7％)それぞれ減少している。 

また、有収率は 90.1％であり、前年度に比較して 0.6 ポイントの増となっている。 
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２ 予算執行状況 （審査資料第２表参照） 

(1) 収益的収入及び支出 

ア 収入 

区 分 予算額 決算額 収入率 
予算額に対する 

決算額の増減 

備 考 

（うち仮受消費税 

及び地方消費税） 

  千円 千円 ％ 千円 千円 

営 業 収 益 8,016,233 8,023,797 100.1 7,564 ( 631,051 ) 

営業外収益 1,106,989 1,114,447 100.7 7,458 ( 9,332 ) 

合 計 9,123,222 9,138,243 100.2 15,021 ( 640,383 ) 

決算額は、91億3,824万3千円（収入率100.2％）であり、予算額91億2,322万2千円に対し、

1,502万1千円の増となっている。 

なお、決算額には、仮受消費税及び地方消費税が営業収益に6億3,105万1千円、営業外収

益に933万2千円それぞれ含まれている。 

 

 イ 支出 

区 分 予算額 決算額 執行率 
翌年度 

繰越額 
不用額 

備 考 

（うち仮払消費税 

及び地方消費税） 

    千円 千円 ％ 千円 千円 千円 

営 業 費 用 7,858,577 7,572,842 96.4 131,888 153,847 ( 255,198 ) 

営業外費用 365,919 343,396 93.8 0 22,523 ( 426 ) 

特 別 損 失 54 54 99.6 0 0      

予 備 費 2,000 0 0.0 0 2,000    

合 計 8,226,550 7,916,291 96.2 131,888 178,371 ( 255,624 ) 

決算額は、79億1,629万1千円（執行率96.2％）であり、予算額82億2,655万円に対し、 

3億1,025万9千円の減となり、このうち1億3,188万8千円を翌年度に繰越し、1億7,837万1千

円が不用額となっている。  

なお、決算額には、仮払消費税及び地方消費税が営業費用に2億5,519万8千円、営業外費

用に42万6千円それぞれ含まれている。 
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 (2) 資本的収入及び支出 

 ア 収入 

区 分 予算額 決算額 収入率 
予算額に対する 

決算額の増減 

備 考 

（うち仮受消費税 

及び地方消費税） 

   千円 千円 ％ 千円 千円 

企 業 債 550,000 550,000 100.0 0      

工事負担金及び寄附金 74,057 57,722 77.9 △ 16,335    

国 庫 補 助 金 137,861 137,861 100.0 0      

構成団体負担金 35,410 35,410 100.0 0      

水 道 加 入 金 231,118 226,599 98.0 △ 4,519 （ 18,339  ) 

合 計 1,028,446 1,007,592 98.0 △ 20,854 （ 18,339 ) 

決算額は、10 億 759 万 2 千円（収入率 98.0％）であり、予算額 10 億 2,844 万 6 千円に

対し、2,085 万 4 千円の減となっている。 

なお、決算額には、仮受消費税及び地方消費税が水道加入金に1,833万9千円含まれてい

る。 

 

 イ 支出 

区 分 予算額 決算額 執行率 
翌年度 

繰越額 
不用額 

備 考 

（うち仮払消費税

及び地方消費税） 

    千円 千円 ％ 千円 千円 千円 

建 設 改 良 費 3,591,717 3,315,638 92.3 253,834 22,244 ( 264,339 ) 

企業債償還金 1,055,249 1,055,249 100.0 0 0      

その他資本的支出 3,198 3,197 100.0 0 1      

合 計 4,650,164 4,374,084 94.1 253,834 22,245 ( 264,339 ) 

決算額は、43億7,408万4千円（執行率94.1％）であり、予算額46億5,016万4千円に対し、

2億7,608万円の減となり、このうち2億5,383万4千円を翌年度に繰越し、2,224万5千円が不

用額となっている。 

また、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額33億6,649万2千円は、当年度分消

費税資本的収支調整額2億4,600万円、過年度分損益勘定留保資金5億2,273万4千円、当年度

分損益勘定留保資金22億102万9千円、減債積立金2億円、建設改良積立金1億9,672万9千円

で補てんしている。 

なお、決算額には、仮払消費税及び地方消費税が建設改良費に2億6,433万9千円含まれて

いる。 
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３ 経営成績 （審査資料第３表参照） 

総収益   84億9,798万5千円 

総費用   75億2,697万4千円 

純利益    9億7,101万2千円 

 

当年度は、9億7,101万2千円の純利益を生じ、純利益対総収益比率(       ×100)は、

11.43％(前年度15.15％)となっている。  

また、特別損益を含めない経常損益でみると、経常利益対経常収益比率（     ×100）

は、11.43％(前年度15.19％)となっている。 

経営成績の状況は、次表のとおりである。 

 

収益・費用・損益の状況 

区 分 元年度 30 年度 増 減 増減率 

 

総 収 益 

千円 千円 千円 ％ 

( 8,497,985 ) ( 8,552,389 ) ( △ 54,404 ) ( △ 0.6 ) 

  8,497,985     8,554,796     △ 56,811     △ 0.7   

 

総 費 用 

( 7,526,920 ) ( 7,252,924 ) ( 273,996 ) ( 3.8 ) 

  7,526,974    7,258,860    268,113    3.7   

 

純 損 益 

( 971,066 ) ( 1,299,465 ) ( △ 328,400 ) ( △ 25.3 ) 

  971,012     1,295,936     △ 324,924     △ 25.1   

 

 

収 益 率 

％ ％   ﾎﾟｲﾝﾄ 

  ( 112.9 ) ( 117.9 ) ( △ 5.0 ) 

  112.9     117.9     △ 5.0   

（注） 1．( )内の数字は、経常収益、経常費用及び経常損益を表す。 

2．収益率 ＝ 
総収益（経常収益）

総費用（経常費用）
  × 100 

 

 (1) 収益 

総収益は、84億9,798万5千円であり、前年度(85億5,479万6千円)と比較して5,681万1千円

（0.7％）減少している。 

増減の主なものは、次のとおりである。 

○上水道営業収益      △     7,146万3千円(△ 1.0％) 

・給水収益         △     4,004万8千円(△ 0.5％) 

・その他営業収益      △     3,161万1千円(△ 21.7％) 

○上水道営業外収益            1,705万9千円(   1.6％) 

・雑収益                 3,003万2千円(   28.0％) 

 

 

 

当年度純利益 
総収益 

経常利益 
経常収益 
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供給単価及び給水原価の状況は、次表のとおりである。 

 

供給単価及び給水原価の前年度比較 

区 分 元年度 30 年度 増減額 増減率 

  円 円 円 ％ 

供 給 単 価 263.9 263.6 0.3 0.1 

給 水 原 価 239.9 228.3 11.6 5.1 

差 引 24.0 35.3 △ 11.3 △ 32.0 

（注） 1. 供給単価 ＝ 
給水収益

有収水量
 

2. 給水原価 ＝ 
経常費用  － (受託工事費 ＋ 材料売却単価) － 長期前受金戻入

有収水量
 

 

 (2) 費用 

総費用は、75億2,697万4千円であり、前年度(72億5,886万円)と比較して2億6,811万3千円

(3.7％) 増加している。 

増減の主なものは、次のとおりである。 

○上水道営業費用         2億9,268万8千円(   4.2％) 

・原水及び浄水費         2億4,463万3千円(  28.2％) 

・配水及び給水費        1億1,728万3千円(  10.4％) 

・漏水対策費        △     1,775万円  (△ 10.9％) 

・業務費          △     1,000万4千円(△  2.1％) 

・総係費                1,265万8千円(   2.1％) 

・減価償却費          1億  536万7千円(   3.1％) 

・資産減耗費        △  1億5,933万7千円(△ 85.8％) 

○上水道営業外費用     △    1,869万2千円(△  8.2％) 

・支払利息         △     2,101万1千円(△ 9.2％) 

 

以上が、経営成績の概要であり、この結果、当年度の収益率は112.9％(前年度117.9％)

となっている。 

次に、営業収益に対する費用の状況は、次表のとおりである。  

 

営業収益に対する費用の状況 

区 分 
元年度 30 年度 比 較 

金 額 比率 金 額 比率 金 額 増減 

      千円 ％ 千円 ％ 千円 ﾎﾟｲﾝﾄ 

営 業 収 益 A ― 7,392,746 ― 7,464,208 ― △ 71,463 － 

人 件 費 B B/A 1,048,482 14.2 1,000,854 13.4 47,628 0.8 

減価償却費 C C/A 3,453,393 46.7 3,348,025 44.9 105,367 1.8 

支 払 利 息 D D/A 206,768 2.8 227,779 3.1 △ 21,011 △ 0.3 
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４ 財政状態 （審査資料第４表参照） 

 (1) 資産 

資 産 の 状 況  

区 分 元年度 30 年度 増減額 増減率 

  千円 千円 千円 ％ 

固 定 資 産 82,644,199 83,015,009 △ 370,811 △ 0.4 

流 動 資 産 7,647,452 7,189,564 457,888 6.4 

合 計 90,291,650 90,204,573 87,077 0.1 

資産の期末現在高は、902 億 9,165 万円であり、前年度(902 億 457 万 3 千円)と比較して

8,707 万 7 千円(0.1％)増加している。 

増減の主なものは、次のとおりである。 

   ○固定資産        △  3億7,081万1千円(△  0.4％) 

   ・有形固定資産      △     6,869万4千円(△ 0.1％) 

   ・無形固定資産       △   3億 211万7千円(△  2.5％) 

   ○流動資産             4億5,788万8千円(    6.4％) 

   ・現金預金             1,880万7千円(   0.4％) 

   ・未収金              1,472万3千円(   3.6％) 

  ・有価証券             4億円       (   28.6％) 

   ・その他流動資産              2,435万8千円(   76.6％) 

     

(2) 負債 

負 債 の 状 況 

区 分 元年度 30 年度 増減額 増減率 

  千円 千円 千円 ％ 

固 定 負 債 11,930,173 12,289,676 △ 359,503 △ 2.9 

流 動 負 債 2,253,008 2,320,053 △ 67,044 △ 2.9 

繰 延 収 益 24,983,565 25,476,362 △ 492,797 △ 1.9 

合 計 39,166,746 40,086,091 △ 919,345 △ 2.3 

負債の期末現在高は、391 億 6,674 万 6 千円であり、前年度(400 億 8,609 万 1 千円)と比較

して 9億 1,934 万 5 千円（2.3％）減少している。 

増減の主なものは、次のとおりである。 

    ○固定負債         △   3億5,950万3千円(△ 2.9％) 

    ・企業債          △   3億7,814万6千円(△ 3.7％) 

    ・リース債務               3,614万7千円( 203.3％) 

    ・引当金           △     1,750万3千円(△ 0.9％) 

    ○流動負債         △     6,704万4千円(△  2.9％) 

    ・企業債          △  1億2,710万2千円(△ 12.0％) 

      ・未払金                 5,115万9千円(   4.4％) 

    ○繰延収益         △  4億9,279万7千円(△ 1.9％) 

・長期前受金             4億 147万2千円(   1.0％) 

・長期前受金収益化累計額  △  8億9,426万9千円(△ 5.4％) 
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(3) 資本 

資 本 の 状 況 

区 分 元年度 30 年度 増減額 増減率 

  千円 千円 千円 ％ 

資 本 金 45,804,076 44,961,391 842,685 1.9 

剰 余 金 5,320,828 5,157,091 163,737 3.2 

合 計 51,124,904 50,118,483 1,006,422 2.0 

資本の期末現在高は、511 億 2,490 万 4 千円であり、前年度(501 億 1,848 万 3 千円)と比較

して 10億 642 万 2 千円(2.0％) 増加している。 

増減の主なものは、次のとおりである。 

     ○資本金              8億4,268万5千円(   1.9％) 

    ・自己資本金           8億4,268万5千円(   1.9％) 

    ○剰余金               1億6,373万7千円(   3.2％) 

    ・利益剰余金             1億6,373万7千円(   3.8％) 

   

(4) 企業債 

企 業 債 の 状 況 

区 分 元年度 30 年度 増減額 増減率 

  千円 千円 千円 ％ 

前年度末残高 11,393,801 11,881,592 △ 487,791 △ 4.1 

本年度借入額 550,000 700,000 △ 150,000 △ 21.4 

本年度償還額 1,055,249 1,187,791 △ 132,543 △ 11.2 

本年度末残高 10,888,552 11,393,801 △ 505,249 △ 4.4 

企業債の当年度末残高は、108 億 8,855 万 2 千円であり、前年度末残高(113 億 9,380 万 1

千円)と比較して 5億 524 万 9 千円(4.4％)減少している。 
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５ 資金の収支状況  

キャッシュ・フロー計算書 

項 目 元年度 30 年度 増減額 

  千円 千円 千円 
Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー       

  当年度純利益 971,012 1,295,936 △ 324,924 

  減価償却費 3,453,393 3,348,025 105,367 

  長期前受金戻入額 △ 908,033 △ 914,004 5,971 

  固定資産除却費 26,384 185,721 △ 159,337 

  固定資産の無償譲渡 54 5,937 △ 5,883 

  固定資産売却益 0 △ 2,407 2,407 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 1,642 268 △ 1,910 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 1,146 5,426 △ 4,280 

  法定福利費引当金の増減額（△は減少） 697 1,252 △ 555 

  特別修繕引当金の増減額（△は減少） △ 12,942 △ 68,770 55,828 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 4,561 △ 7,015 2,453 

  受取利息 △ 1,256 △ 1,483 227 

  支払利息 206,768 227,779 △ 21,011 

  未収金の増減額（△は増加） 60,641 △ 52,176 112,817 

  未払金の増減額（△は減少） △ 72,375 45,818 △ 118,193 

  貯蔵品の増減額（△は増加） 0 2 △ 2 

  その他流動資産の増減額（△は増加） △ 22,493 △ 2,306 △ 20,186 

  その他流動負債の増減額（△は減少） 71 △ 29 100 

  資本費繰入収益 △ 16,533 △ 16,269 △ 264 

  小計 3,680,329 4,051,705 △ 371,376 

  受取利息 1,256 1,483 △ 227 

  支払利息 △ 206,768 △ 227,779 21,011 

業務活動によるキャッシュ・フローの合計 3,474,818 3,825,410 △ 350,592 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー     

  固定資産の取得による支出 △ 2,909,385 △ 3,393,006 483,620 

  固定資産の売却による収入 0 2,899 △ 2,899 

  国庫補助金等による収入 39,969 59,083 △ 19,115 

  他会計補助金による収入 16,533 16,269 264 

  工事負担金収入 78,696 55,361 23,335 

  水道加入金収入 208,260 200,695 7,565 

  有価証券の取得 △ 400,000 △ 1,400,000 1,000,000 

投資活動によるキャッシュ・フローの合計 △ 2,965,928 △ 4,458,699 1,492,771 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー     

  建設改良費の財源に充てるための企業債による収入 550,000 700,000 △ 150,000 

  建設改良費の財源に充てるための企業債の償還による支出   △ 1,055,249 △ 1,187,791 132,543 

  リース債務の支払額                    △ 20,244 △ 17,905 △ 2,340 

  他会計からの繰入金による収入 35,410 50,705 △ 15,295 

財務活動によるキャッシュ・フローの合計 △ 490,083 △ 454,991 △ 35,092 

Ⅳ．資金増加額（又は減少額） 18,807 △ 1,088,280 1,107,087 

Ⅴ．資金期首残高 5,277,473 6,365,753 △ 1,088,280 

Ⅵ．資金期末残高 5,296,281 5,277,473 18,807 
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業務活動によるキャッシュ･フローは、34億 7,481万 8千円の増であり、前年度（38億 2,541

万円）と比較して 3億 5,059 万 2千円減少している。 

建設改良等の投資活動によるキャッシュ･フローは、29 億 6,592 万 8 千円の減であり、前年

度（△44億 5,869 万 9千円）と比較して 14億 9,277 万 1 千円増加している。 

企業債償還等の財務活動によるキャッシュ･フローは、4 億 9,008 万 3 千円の減であり、前年

度（△4億 5,499 万 1千円）と比較して 3,509 万 2 千円減少している。 

これらの結果、資金期末残高は前年度と比較して 1,880 万 7 千円（0.4％）増加し、52 億

9,628 万 1 千円となった。 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 17 -



６ 審査意見 

令和元年度の経営状況をみると、収益においては、事業収益全体で前年度比5,681万1千円 

(0.7％)減の84億9,798万5千円となっている。 

また、費用においては、事業費全体で前年度比2億6,811万3千円(3.7％)増の75億2,697万4千

円となっている。 

この収支の結果、当年度の純利益は9億7,101万2千円となり、前年度と比較して3億2,492万4

千円の減少となった。  

業務実績をみると、給水人口は0.9％減の30万6,861人、給水世帯数は前年度比0.5％増の14

万3,338世帯となっている。 

また、配水量は前年度比1.3％減の3,059万8,698㎥、有収水量は0.7％減の2,757万4,063㎥で

あり、その結果、当年度の有収率は前年度と比較して0.6ポイント上昇し、90.1％となってい

る。  

建設改良事業についてみると、安定給水確保のための管路整備として、馬淵川系導水管更新

工事や送・配水管の布設工事及び老朽管の布設替改良工事等を行っているほか、水運用機能強

化のための施設整備として、新たての台配水塔築造工事、また、老朽施設の更新として、南高

台配水池改修工事、白山浄水場配水本管及び流量計室更新工事、白山浄水場無停電電源装置更

新工事等を行うなど、安定的な給水体制の強化に努めている。 

水道事業を取り巻く経営環境は、人口の減少や節水型機器の普及、大口需要者の地下水を利

用した専用水道への転換等により水道水の需要が低迷しており、今後も水道料金の増収が見込

めない中、災害に強い施設の整備や老朽化した施設や管路の更新に要する費用が増加するなど、

今後も厳しい状況が続くものと考えられる。 

このような状況を踏まえ、平成30年９月に策定した第４次水道事業総合計画（令和元年度～

10年度）及びその実施計画である第10次中期財政計画（令和元年度～４年度）に基づき、圏域

住民の生活や社会経済活動に必要不可欠なライフラインとして、安全安心でおいしい水道水の

安定的な供給と災害対策の更なる強化に努めるとともに、周辺地域の水道事業体等との連携を

図りながら、経営基盤の強化に努め、持続性の高い事業運営を継続するよう望むものである。 
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令和元年度八戸圏域水道企業団水道事業会計資金不足比率審査意見書 

第１ 審査の対象 

令和元年度八戸圏域水道企業団水道事業会計決算に基づき算定された資金不足比率 

第２ 審査の主な着眼点 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているか 

否かを主眼として実施した。 

第３ 審査の主な実施内容 

資金不足比率審査は、八戸圏域水道企業団監査基準に準拠し、資金不足比率が地方公共団

体の財政の健全化に関する法律その他関係法令に基づいて算定され、かつ、その算定の基礎

となる事項を記載した書類が適正に作成されているかについて、決算関係書類及び根拠資料

の突合を行うとともに、関係職員の説明を聴取し、実施した。 

第４ 審査の実施場所及び日程 

(1) 実施場所

八戸市庁議会第一委員会室（対面審査）及び監査委員事務局

(2) 日程

ア 対面審査  令和２年７月３日 

イ 書面審査  令和２年６月２日から令和２年７月30日まで 

第５ 審査の結果及び意見 

(1) 審査の結果

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いず

れも適正に作成されているものと認められる。 

比 率 名 令和元年度 平成30年度 経営健全化基準 

資金不足比率 ― (％) ― (％) 20.0％ 

（注）表中の「－」は、資金の不足がないことを表している。 

(2) 審査の意見

令和元年度において資金不足は生じていない。

今後とも、資金不足とならない健全な財政運営の維持に努めるよう望むものである。

資金不足比率審査は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第 22 条第１項に基づ 

くもので、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に算定・作 

成されているか否かを主眼として実施するものである。 

資金不足比率は、公営企業に属する事業の経営状況の健全性を、資金の不足額と料金収 

入の額を比較して測るものであり、その比率が経営健全化基準以上である場合には、地方 

公共団体の長は、経営健全化計画を策定し、経営の健全化に取り組まなければならない。 
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02
3,

79
6,

79
5

7,
56
3,
79
5

10
0.
1

10
0.
7

営
業

費
用

7
,
8
5
8
,
5
7
7
,
0
0
0

7
,
5
7
2
,
8
4
1
,
7
0
7

△
 
2
8
5
,
7
3
5
,
2
9
3

9
6
.
4

9
8
.
2

営
業

外
収

益
1,

10
6,

98
9,

00
0

1,
11

4,
44

6,
69

7
7,
45
7,
69
7

10
0.
7

99
.9

営
業

外
費

用
3
6
5
,
9
1
9
,
0
0
0

3
4
3
,
3
9
5
,
6
7
9

△
 
2
2
,
5
2
3
,
3
2
1

9
3
.
8

9
9
.
9

（
特

別
利

益
）

―
―

―
―

10
0.
0

特
別

損
失

5
4
,
0
0
0

5
3
,
8
0
8

△
 
1
9
2

9
9
.
6

9
7
.
5

予
備

費
2
,
0
0
0
,
0
0
0

0
△
 
2
,
0
0
0
,
0
0
0

0
.
0

0
.
0

9
,
1
2
3
,
2
2
2
,
0
0
0

9
,
1
3
8
,
2
4
3
,
4
9
2

1
5
,
0
2
1
,
4
9
2

1
0
0
.
2

1
0
0
.
6

8
,
2
2
6
,
5
5
0
,
0
0
0

7
,
9
1
6
,
2
9
1
,
1
9
4

△
 
3
1
0
,
2
5
8
,
8
0
6

9
6
.
2

9
8
.
3

資
本
的

収
支

元
年

度
30
年

度
元
年
度

3
0
年
度

円
円

円
％

％
円

円
円

％
％

1,
02

8,
44

6,
00

0
1,

00
7,

59
2,

07
5

△
 2
0,
85
3,
9
25

98
.0

99
.9

4
,
6
5
0
,
1
6
3
,
6
6
0

4
,
3
7
4
,
0
8
3
,
8
6
3

△
 
2
7
6
,
0
7
9
,
7
9
7

9
4
.
1

8
8
.
8

企
業

債
55

0,
00

0,
00

0
55

0,
00

0,
00
0

0
10
0.
0

10
0.
0

建
設

改
良

費
3
,
5
9
1
,
7
1
6
,
6
6
0

3
,
3
1
5
,
6
3
7
,
7
8
6

△
 
2
7
6
,
0
7
8
,
8
7
4

9
2
.
3

8
5
.
7

工
事

負
担

金
及

び
寄

附
金

74
,0

57
,0

00
57

,7
22

,1
75

△
 1
6,
33
4,
8
25

77
.9

10
0.
4

企
業

債
償

還
金

1
,
0
5
5
,
2
4
9
,
0
0
0

1
,
0
5
5
,
2
4
8
,
5
9
6

△
 
4
0
4

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

国
庫

補
助

金
13

7,
86

1,
00

0
13

7,
86

1,
00
0

0
10
0.
0

10
0.
0

そ
の

他
資

本
的

支
出

3
,
1
9
8
,
0
0
0

3
,
1
9
7
,
4
8
1

△
 
5
1
9

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

構
成

団
体

負
担

金
35

,4
10

,0
00

35
,4

10
,0

00
0

10
0.
0

10
0.
0

水
道

加
入

金
23

1,
11

8,
00

0
22

6,
59

8,
90
0

△
 4
,5
19
,1
00

98
.0

99
.2

（
固

定
資

産
売

却
代

金
）

―
―

―
―

10
0.
1

3,
62

1,
71

7,
66

0
3,

36
6,

49
1,

78
8

△
 2
55
,2
25
,8
72

93
.0

86
.1

当
年

度
分

消
費

税
資

本
的

収
支

調
整

額
22

8,
47

4,
00

0
24

6,
00

0,
12
9

17
,5
26
,1
29

10
7.
7

10
2.
2

過
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

52
2,

73
3,

66
0

52
2,

73
3,

66
0

0
10
0.
0

10
0.
0

当
年

度
分

損
益

勘
定

留
保

資
金

2,
60

7,
44

9,
00

0
2,

20
1,

02
9,

40
9

△
 4
06
,4
19
,5
91

84
.4

79
.6

減
債

積
立

金
20

0,
00

0,
00

0
20

0,
00

0,
00
0

0
10
0.
0

10
0.
0

建
設

改
良

積
立

金
63

,0
61

,0
00

19
6,

72
8,

59
0

13
3,
66
7,
59
0

31
2.
0

90
.1

4
,
6
5
0
,
1
6
3
,
6
6
0

4
,
3
7
4
,
0
8
3
,
8
6
3

△
 
2
7
6
,
0
7
9
,
7
9
7

9
4
.
1

8
8
.
8

4
,
6
5
0
,
1
6
3
,
6
6
0

4
,
3
7
4
,
0
8
3
,
8
6
3

△
 
2
7
6
,
0
7
9
,
7
9
7

9
4
.
1

8
8
.
8

（
注
）
科

目
は

決
算

報
告

書
の

科
目

に
よ

る
。

第
２

表
　

予
算

・
決

算
対

照
比

率
表

科
　

目
（

収
　

入
）

予
算

額
決

算
額

予
算

額
に

対
す

る
決

算
額

の
増

減

予
算

額
に

対
す

る
決

算
額

の
比

率
科

　
目

（
支

　
出

）
予
算
額

決
算
額

予
算

額
に

対
す

る
決

算
額

の
増

減

予
算

額
に

対
す

る
決

算
額

の
比

率

上
水

道
事

業
収

益

合
　

計
合

　
計

科
　

目
（

収
　

入
）

予
算

額
決

算
額

予
算

額
に

対
す

る
決

算
額

の
増

減

予
算

額
に

対
す

る
決

算
額

の
比

率
科

　
目

（
支

　
出

）

上
水

道
事

業
費

予
算
額

決
算
額

予
算

額
に

対
す

る
決

算
額

の
増

減

予
算

額
に

対
す

る
決

算
額

の
比

率

合
　

計
合

　
計

上
水

道
資

本
的

収
入

上
水

道
資

本
的

支
出

自
己

資
金

補
て

ん
額
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増
減

額
増

減
率

増
減

額
増

減
率

円
円

円
％

円
円

円
％

7,
31

7,
64

4,
09

9
7,

02
4,

95
5,

80
9

29
2,

68
8,

29
0

4.
2

7,
39

2,
74

5,
89

5
7,

46
4,

20
8,

41
4

△
 7

1,
4
6
2
,
5
1
9

△
 
1
.
0

原
水
及
び
浄
水
費

1,
11

1,
40

2,
10

1
86

6,
76

9,
29

6
2
44

,6
32

,8
05

28
.2

給
水

収
益

7,
27

6,
25

5,
38

7
7,

31
6,

30
3,

11
0

△
 4

0,
0
4
7
,
7
2
3

△
 
0
.
5

配
水
及
び
給
水
費

1
,2

42
,5

90
,3

74
1,

12
5,

30
7,

84
7

11
7,

28
2,

52
7

10
.4

受
託

工
事

収
益

2,
70

8,
39

5
2,

51
2,

04
4

1
9
6
,
3
5
1

7
.
8

漏
水
対
策
費

1
45

,6
44

,3
65

16
3,

39
4,

40
4

△
 1

7,
75

0,
03

9
△

 1
0.

9
そ

の
他

営
業

収
益

11
3,

78
2,

11
3

14
5,

39
3,

26
0

△
 3

1,
6
1
1
,
1
4
7

△
 
2
1
.
7

量
水
器
費

2
65

,5
31

,8
72

26
6,

79
9,

20
7

△
 1

,2
67

,3
35

△
 0

.5

受
託
工
事
費

2,
70

8,
39

5
2,

51
2,

04
4

19
6,

35
1

7.
8

1,
10

5,
23

9,
52

3
1,

08
8,

18
0,

53
1

17
,
0
5
8
,
9
9
2

1
.
6

業
務
費

45
5,

90
7,

56
7

4
65

,9
11

,2
92

△
 1

0,
00

3,
72

5
△

 2
.1

受
取

利
息

1,
25

6,
44

9
1,

48
3,

21
8

△
 
2
2
6
,
7
6
9

△
 
1
5
.
3

総
係
費

6
11

,0
80

,5
69

59
8,

42
2,

27
8

12
,6

58
,2

91
2.

1
下

水
道

業
務

負
担

金
28

,4
79

,6
39

29
,7

71
,1

06
△

 1
,
2
9
1
,
4
6
7

△
 
4
.
3

議
会
費

2,
73

6,
32

8
1,

97
6,

61
1

75
9,

71
7

38
.4

構
成

団
体

負
担

金
13

,4
96

,2
98

19
,2

44
,5

26
△

 5
,
7
4
8
,
2
2
8

△
 
2
9
.
9

監
査
委
員
費

26
5,

65
4

11
5,

85
0

14
9,

80
4

12
9.

3
長

期
前

受
金

戻
入

90
8,

03
2,

75
3

91
4,

00
3,

60
1

△
 5

,
9
7
0
,
8
4
8

△
 
0
.
7

減
価
償
却
費

3,
45

3,
39

2,
54

9
3
,3

48
,0

25
,4

95
1
05

,3
67

,0
54

3.
1

資
本

費
繰

入
収

益
16

,5
32

,8
44

16
,2

68
,6

16
2
6
4
,
2
2
8

1
.
6

資
産
減
耗
費

26
,3

84
,3

25
18

5,
72

1,
48

5
△

 1
59

,3
37

,1
60

△
 8

5.
8

雑
収

益
13

7,
44

1,
54

0
10

7,
40

9,
46

4
30

,
0
3
2
,
0
7
6

2
8
.
0

20
9,

27
5,

78
2

22
7,

96
7,

95
7

△
 1

8,
69

2,
17

5
△

 8
.2

(上
水

道
特

別
利

益
)

―
2,

40
7,

28
0

△
 2

,
4
0
7
,
2
8
0

皆
減

支
払
利
息

20
6,

76
7,

80
9

2
27

,7
78

,5
80

△
 2

1,
01

0,
77

1
△

 9
.2

(固
定

資
産

売
却

益
)

―
2,

40
7,

28
0

△
 2

,
4
0
7
,
2
8
0

皆
減

雑
支
出

70
7,

97
3

18
9,

37
7

51
8,

59
6

27
3.

8

災
害
復
旧
費

1,
80

0,
00

0
―

1,
80

0,
00

0
皆

増

上
水
道
特
別
損
失

53
,8

08
5,

93
6,

68
2

△
 5

,8
82

,8
74

△
 9

9.
1

そ
の
他
特
別
損
失

53
,8

08
5
,9

36
,6

82
△

 5
,8

82
,8

74
△

 9
9.

1

7,
52

6,
97

3,
68

9
7,

25
8,

86
0,

44
8

26
8,

11
3,

24
1

3.
7

97
1,

01
1,

72
9

1,
29

5,
93

5,
77

7
△

 
32

4,
92

4,
04

8
△

 2
5.

1

8
,
4
9
7
,
9
8
5
,
4
1
8

8
,
5
5
4
,
7
9
6
,
2
2
5

△
 
5
6
,
8
1
0
,
8
0
7

△
 
0
.
7

8
,
4
9
7
,
9
8
5
,
4
1
8

8
,
5
5
4
,
7
9
6
,
2
2
5

△
 
5
6
,
8
1
0
,
8
0
7

△
 
0
.
7

第
３

表
　

損
益

計
算

書
前

年
度

比
較

表

借
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
方

貸
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
方

科
　
目

元
年
度

3
0年

度
比

　
較

科
　

目
元

年
度

30
年

度
比

　
較

上
水

道
営

業
収

益 合
　

計

上
水

道
営
業
費
用

上
水

道
営
業
外
費
用

上
水

道
営

業
外

収
益

合
　

計

小
　
計

当
年
度
純
利
益
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増
減

額
増

減
率

増
減
額

増
減
率

円
円

円
％

円
円

円
％

固
定

資
産

82
,6

4
4,

19
8
,5

4
0

83
,0
15
,0
09
,3
61

△
 3
70
,8
10
,8
21

△
 0
.4

固
定

負
債

11
,9
30
,1
73
,1
35

12
,2
89
,6
76
,3
13

△
 3
59
,5
03
,1
78

△
 2
.9

有
形

固
定

資
産

70
,
94

5,
3
66

,
95

3
71
,0
14
,0
60
,7
74

△
 6
8,
69
3,
82
1

△
 0
.1

企
業

債
9,
96
0,
40
5,
89
7

10
,3
38
,5
52
,2
94

△
 3
78
,1
46
,3
97

△
 3
.7

土
地

3,
29

8
,8

2
2,

48
2

3,
29
8,
82
2,
48
2

0
0.
0

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る
た
め
の
企
業
債

9,
96
0,
40
5,
89
7

10
,3
38
,5
52
,2
94

△
 3
78
,1
46
,3
97

△
 3
.7

立
木

53
8
,3

95
53
8,
39
5

0
0.
0

リ
ー

ス
債

務
53
,9
29
,4
99

17
,7
82
,8
01

36
,1
46
,6
98

20
3.
3

建
物

3,
43

6
,9

0
5,

30
4

3,
59
1,
80
2,
35
9

△
 1
54
,8
97
,0
55

△
 4
.3

引
当

金
1,
91
5,
83
7,
73
9

1,
93
3,
34
1,
21
8

△
 1
7,
50
3,
47
9

△
 0
.9

構
築

物
58

,0
4
9,

38
6
,3

6
6

58
,0
63
,5
34
,1
81

△
 1
4,
14
7,
81
5

0.
0

退
職

給
付

引
当

金
1,
04
9,
55
7,
05
9

1,
05
4,
11
8,
53
8

△
 4
,5
61
,4
79

△
 0
.4

機
械

及
び

装
置

4
,4

3
0,

24
7
,2

1
9

4,
78
9,
17
6,
25
6

△
 3
58
,9
29
,0
37

△
 7
.5

特
別

修
繕

引
当

金
86
6,
28
0,
68
0

87
9,
22
2,
68
0

△
 1
2,
94
2,
00
0

△
 1
.5

車
両

運
搬

具
20

,2
10

,
17

6
22
,6
18
,3
76

△
 2
,4
08
,2
00

△
 1
0.
6

工
具

器
具

及
び

備
品

10
0,

75
7
,2

2
6

11
1,
41
3,
17
8

△
 1
0,
65
5,
95
2

△
 9
.6

流
動

負
債

2,
25
3,
00
8,
25
7

2,
32
0,
05
2,
63
1

△
 6
7,
04
4,
37
4

△
 2
.9

リ
ー

ス
資

産
99

,8
74

,
88

5
53
,4
85
,3
94

46
,3
89
,4
91

86
.7

企
業

債
92
8,
14
6,
39
7

1,
05
5,
24
8,
59
6

△
 1
27
,1
02
,1
99

△
 1
2.
0

建
設

仮
勘

定
1,

50
8
,6

2
4,

90
0

1,
08
2,
67
0,
15
3

42
5,
95
4,
74
7

39
.3

建
設

改
良

等
の

財
源

に
充

て
る

た
め
の
企
業
債

92
8,
14
6,
39
7

1,
05
5,
24
8,
59
6

△
 1
27
,1
02
,1
99

△
 1
2.
0

無
形

固
定

資
産

11
,
68

1,
7
31

,
58

7
11
,9
83
,8
48
,5
87

△
 3
02
,1
17
,0
00

△
 2
.5

リ
ー

ス
債

務
21
,7
39
,6
64

14
,7
55
,1
86

6,
98
4,
47
8

47
.3

ダ
ム

使
用

権
1
1,

66
7
,3

2
3,

73
2

11
,9
66
,4
85
,8
79

△
 2
99
,1
62
,1
47

△
 2
.5

未
払

金
1,
20
6,
75
9,
33
2

1,
15
5,
60
0,
10
9

51
,1
59
,2
23

4.
4

電
話

加
入

権
4
,4

29
,
95

2
4,
42
9,
95
2

0
0.
0

営
業

未
払

金
22
8,
67
8,
40
5

23
9,
09
1,
70
1

△
 1
0,
41
3,
29
6

△
 4
.4

施
設

利
用

権
3
,6

03
,
74

3
4,
68
0,
05
6

△
 1
,0
76
,3
13

△
 2
3.
0

営
業

外
未

払
金

20
,8
59
,3
13

62
,9
58
,9
69

△
 4
2,
09
9,
65
6

△
 6
6.
9

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

6
,3

74
,
16

0
8,
25
2,
70
0

△
 1
,8
78
,5
40

△
 2
2.
8

建
設

改
良

未
払

金
94
9,
54
4,
37
4

80
8,
86
8,
10
5

14
0,
67
6,
26
9

17
.4

投
資

そ
の

他
資

産
17

,
10

0,
0
00

17
,1
00
,0
00

0
0.
0

（
そ

の
他

未
払

金
）

―
41
,9
44
,5
34

△
 4
1,
94
4,
53
4

皆
減

出
資

金
17

,1
00

,
00

0
17
,1
00
,0
00

0
0.
0

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

未
払
金

7,
67
7,
24
0

2,
73
6,
80
0

4,
94
0,
44
0

18
0.
5

引
当

金
87
,3
38
,0
00

85
,4
95
,0
00

1,
84
3,
00
0

2.
2

流
動

資
産

7,
64

7
,4

5
1,

68
7

7,
18
9,
56
3,
82
0

45
7,
88
7,
86
7

6.
4

賞
与

引
当

金
72
,8
91
,0
00

71
,7
45
,0
00

1,
14
6,
00
0

1.
6

現
金

預
金

5,
2
96

,
28

0,
5
03

5,
27
7,
47
3,
47
9

18
,8
07
,0
24

0.
4

法
定

福
利

費
引

当
金

14
,4
47
,0
00

13
,7
50
,0
00

69
7,
00
0

5.
1

未
収

金
42

5,
6
55

,
16

9
41
0,
93
2,
30
2

14
,7
22
,8
67

3.
6

そ
の

他
流

動
負

債
9,
02
4,
86
4

8,
95
3,
74
0

71
,1
24

0.
8

営
業

未
収

金
26

0
,7

6
5,

38
0

32
8,
91
3,
90
9

△
 6
8,
14
8,
52
9

△
 2
0.
7

営
業

外
未

収
金

1
7,

1
65

,6
8
9

9,
62
0,
21
1

7,
54
5,
47
8

78
.4

繰
延

収
益

24
,9
83
,5
64
,5
21

25
,4
76
,3
61
,6
52

△
 4
92
,7
97
,1
31

△
 1
.9

そ
の

他
未

収
金

15
0
,8

8
4,

60
0

77
,2
00
,9
20

73
,6
83
,6
80

95
.4

長
期

前
受

金
42
,3
17
,3
31
,7
52

41
,9
15
,8
60
,1
23

40
1,
47
1,
62
9

1.
0

貸
倒

引
当

金
△

 
3,

16
0
,5

0
0

△
 4
,8
02
,7
38

1,
64
2,
23
8

34
.2

受
贈

財
産

評
価

額
1,
65
5,
89
7,
69
4

1,
64
2,
86
5,
43
0

13
,0
32
,2
64

0.
8

有
価

証
券

1,
8
00

,
00

0,
0
00

1,
40
0,
00
0,
00
0

40
0,
00
0,
00
0

28
.6

工
事

負
担

金
及

び
寄

附
金

3,
96
5,
16
7,
92
6

3,
90
8,
89
5,
84
5

56
,2
72
,0
81

1.
4

貯
蔵

品
69

,3
58

,
87

5
69
,3
58
,8
75

0
0.
0

補
助

金
30
,8
30
,5
52
,0
03

30
,8
23
,5
77
,9
35

6,
97
4,
06
8

0.
0

そ
の

他
流

動
資

産
56

,1
57

,
14

0
31
,7
99
,1
64

24
,3
57
,9
76

76
.6

水
道

加
入

金
5,
64
7,
97
8,
50
1

5,
45
5,
95
8,
40
3

19
2,
02
0,
09
8

3.
5

建
設

仮
勘

定
長

期
前

受
金

21
7,
73
5,
62
8

84
,5
62
,5
10

13
3,
17
3,
11
8

15
7.
5

長
期

前
受

金
収

益
化

累
計

額
△
 1
7,
33
3,
76
7,
23
1

△
 1
6,
43
9,
49
8,
47
1

△
 8
94
,2
68
,7
60

△
 5
.4

受
贈

財
産

評
価

額
収

益
化

累
計
額

△
 9
33
,7
14
,4
57

△
 8
96
,5
48
,4
18

△
 3
7,
16
6,
03
9

△
 4
.1

工
事

負
担

金
及

び
寄

附
金

収
益
化
累
計
額

△
 1
,8
28
,7
45
,8
15

△
 1
,7
37
,3
17
,2
69

△
 9
1,
42
8,
54
6

△
 5
.3

補
助

金
収

益
化

累
計

額
△
 1
2,
56
4,
68
5,
51
1

△
 1
1,
94
5,
59
2,
71
6

△
 6
19
,0
92
,7
95

△
 5
.2

水
道

加
入

金
収

益
化

累
計

額
△
 2
,0
06
,6
21
,4
48

△
 1
,8
60
,0
40
,0
68

△
 1
46
,5
81
,3
80

△
 7
.9

39
,1
66
,7
45
,9
13

40
,0
86
,0
90
,5
96

△
 9
19
,3
44
,6
83

△
 2
.3

資
本

金
45
,8
04
,0
76
,3
09

44
,9
61
,3
91
,1
76

84
2,
68
5,
13
3

1.
9

自
己

資
本

金
45
,8
04
,0
76
,3
09

44
,9
61
,3
91
,1
76

84
2,
68
5,
13
3

1.
9

固
有

資
本

金
1,
23
7,
75
5,
17
9

1,
23
7,
75
5,
17
9

0
0.
0

繰
入

資
本

金
18
,6
21
,6
07
,7
91

18
,5
86
,1
97
,7
91

35
,4
10
,0
00

0.
2

組
入

資
本

金
25
,9
44
,7
13
,3
39

25
,1
37
,4
38
,2
06

80
7,
27
5,
13
3

3.
2

剰
余

金
5,
32
0,
82
8,
00
5

5,
15
7,
09
1,
40
9

16
3,
73
6,
59
6

3.
2

資
本

剰
余

金
86
6,
37
6,
18
3

86
6,
37
6,
18
3

0
0.
0

受
贈

財
産

評
価

額
67
,8
34
,4
21

67
,8
34
,4
21

0
0.
0

工
事

負
担

金
及

び
寄

附
金

83
,1
27
,4
82

83
,1
27
,4
82

0
0.
0

補
助

金
63
2,
32
1,
30
5

63
2,
32
1,
30
5

0
0.
0

水
道

加
入

金
83
,0
92
,9
75

83
,0
92
,9
75

0
0.
0

利
益

剰
余

金
4,
45
4,
45
1,
82
2

4,
29
0,
71
5,
22
6

16
3,
73
6,
59
6

3.
8

建
設

改
良

積
立

金
1,
48
6,
71
1,
50
3

78
7,
50
4,
31
6

69
9,
20
7,
18
7

88
.8

水
道

施
設

機
能

強
化

積
立

金
1,
60
0,
00
0,
00
0

1,
40
0,
00
0,
00
0

20
0,
00
0,
00
0

14
.3

当
年

度
未

処
分

利
益

剰
余

金
1,
36
7,
74
0,
31
9

2,
10
3,
21
0,
91
0

△
 7
35
,4
70
,5
91

△
 3
5.
0

51
,1
24
,9
04
,3
14

50
,1
18
,4
82
,5
85

1,
00
6,
42
1,
72
9

2.
0

9
0
,
2
9
1
,
6
5
0
,
2
2
7

9
0
,
2
0
4
,
5
7
3
,
1
8
1

8
7
,
0
7
7
,
0
4
6

0
.
1

9
0
,
2
9
1
,
6
5
0
,
2
2
7

9
0
,
2
0
4
,
5
7
3
,
1
8
1

8
7
,
0
7
7
,
0
4
6

0
.
1

資
産

合
計

 
負

債
資

本
合

計

 負
債

合
計

第
４
表
　
貸
借
対
照
表
前
年
度
比
較
表

借
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
方

貸
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
方

科
　

目
元

年
度

30
年

度
比

　
較

科
　

目
元
年
度

30
年
度

比
　
較

 資
本

合
計
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0

1
,
8
9
0

3
,
7
8
0

5
,
6
7
0

4
4
,
6
5
4
,
5
1
9

4
4
,
6
6
5
,
8
5
9

0 0 0 0

1
5
0
,
8
8
4
,
6
0
0

1
5
0
,
8
8
4
,
6
0
0

1
,
5
8
5
,
7
5
2

2
,
1
2
9
,
8
9
7

3
,
1
2
4
,
6
2
2

4
,
3
0
7
,
2
2
7

2
4
7
,
8
6
6
,
0
6
5

2
6
0
,
7
6
5
,
3
8
0

0 0 0 0

1
7
,
1
6
5
,
6
8
9

1
7
,
1
6
5
,
6
8
9

1
,
5
8
5
,
7
5
2

2
,
1
2
8
,
0
0
7

3
,
1
2
0
,
8
4
2

4
,
3
0
1
,
5
5
7

2
0
3
,
2
1
1
,
5
4
6

2
1
6
,
0
9
9
,
5
2
1

0 0 0 0 0 0

円
円

円
円

円
円

1
,
7
5
1
,
8
1
7

0
1
,
7
5
1
,
8
1
7

0
0

0
1
,
7
5
1
,
8
1
7

年
度

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

元

合
　

計

円

1
,
5
8
5
,
7
5
2

2
,
1
2
9
,
8
9
7

3
,
1
2
4
,
6
2
2

4
,
3
0
7
,
2
2
7

4
1
5
,
9
1
6
,
3
5
4

4
2
8
,
8
1
5
,
6
6
9

営
業

外
未

収
金

未
収

受
託

 工
事

収
益

そ
の

他
営

業
収

益
(
負

担
金

等
)

給
水

収
益

計

営
業

未
収

金
営

業
外

未
収

金
そ

の
他

未
収

金
区

　
分

金
　

額
国

庫
補

助
金

等

分
析

項
目

算
　

式
元

年
度

3
0
年

度
2
9
年

度

％
％

2
4
5
.
1
8
2
7
5
.
6
8

財 務 比 率

１
流

動
比

率

％

2
5
3
.
9
7

酸
性

試
験

比
率

％
％

％

２

％

1
3
.
6
8

1
3
.
7
9

3
3
9
.
4
3
3
0
9
.
8
9

第
５

表
　

経
営

分
析

表

摘
　

要

千
円

千
円

千
円

％
％

1
.
0
8

1
.
4
4

1
.
4
8

当
期

の
利

益
と

総
資

本
と

の
割

合
を

示
し

、
企

業
全

体
の

収
益

性
を

表
す

｡
比

率
は

大
な

る
ほ

ど
よ

い
｡

収 益 率
３

総
資

本
利

益
率

千
円

千
円

千
円

5
2
,
7
8
6

5
3
,
2
9
8

5
4
,
1
3
5

2
7
8
.
5
3

3
0
.
0
1

3
1
.
8
4

流
動

負
債

(
短

期
債

務
)

の
支

払
能

力
の

測
定

で
あ

り
、

2
0
0
%
以

上
が

安
全

元
年

度
3
0
年

度
2
9
年

度

７
職

員
１

人
当

た
り

営
業

費
用

６
職

員
１

人
当

た
り

営
業

収
益

５
職

員
給

与
費

対
料

金
収

入
×

1
0
0

当
座

資
産

と
流

動
負

債
と

の
割

合
を

示
し

、
1
0
0
%
以

上
が

望
ま

し
い

｡

分
析

項
目

算
　

式
摘

　
要

企
業

債
の

償
還

能
力

を
示

し
、

比
率

は
小

な
る

ほ
ど

よ
い

｡

料
金

収
入

に
対

す
る

人
件

費
の

割
合

を
表

す
。

5
2
,
2
5
0

5
0
,
1
6
0

％

％

％
％

そ の 他

5
0
,
6
0
2

％

3
2
.
9
0

×
1
0
0

×
1
0
0

1
4
.
4
1

×
1
0
0

第
６

表
　

年
度

別
未

収
金

内
訳

表

４
企

業
債

償
還

額
対

償
還

財
源

比
率

×
1
0
0

％

現
金
預
金

＋
(
未

収
金

－
貸

倒
引

当
金
)

流
動
負
債

職
員

給
与
費

料
金

収
入

営
業

収
益
－

受
託
工

事
収
益

損
益

勘
定
所

属
職
員

営
業

費
用
－

受
託
工

事
費

損
益

勘
定
所

属
職
員

.
当
年
度
純
利
益

.
期
首
総
資
本
＋
期
末
総
資
本

２

流
動
資
産

'
流
動
負
債

企
業

債
償

還
額

.
当

年
度
減

価
償
却

－
長
期

前
受

金
戻
入

＋
当
年

度
純
利
益
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